
 

 

公益財団法人福岡県リサイクル総合研究事業化センター研究開発事業実施要綱 

 

第１章 総則 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、公益財団法人福岡県リサイクル総合研究事業化センター（以下「センター」と

いう。）が実施する研究開発事業について必要な事項を定める。 

 

（事業の目的） 

第２条 この事業は、本県の循環型社会形成の推進に寄与するため、産・学・官・民の共同研究に

より、廃棄物の持つ課題、廃棄物の再資源化にあたっての課題に対し、課題解決の緊急性等を

勘案し、創意工夫を活かした効果的なリサイクル技術及び社会システムを実用化することを目的

とする。 

 

（事業の種類と構成） 

第３条 センターは、事業の目的を達成するために、「研究会」又は「共同研究プロジェクト」を設立

する。 

２ 前項に規定する「研究会」「共同研究プロジェクト」は、次の各号に定めるところによる。 

一 研究会 実用化に向け、基本的課題解決の共同研究や次のステップで取り組む課題の整

理を行うものをいう。 

二 共同研究プロジェクト 基本的課題解決や共同研究プロジェクトで取り組む課題の整理がな

された研究会について、実用化に向け、実証試験及び個別課題解決の共同研究を行うもの

をいう。 

３ 研究会及び共同研究プロジェクトの構成要件は、次号のいずれかとする。 

一 「産」「学」「官」「民」のうち２者以上で構成されたもの。ただし、「学」「官」のみで構成する場

合は、「官」として福岡県内の地方公共団体が入ることを必要とする。 

二 「産」の２者以上で構成されたもの。ただし、構成企業又は団体が互いに資本・人事面にお

いて関連がないこと。 

 

４ 前項に規定する「産」「学」「官」「民」とは、次に定めるところによる。 

 一 「産」とは研究開発能力を有する企業又は団体をいい、福岡県内に事業所がある企業を１社

以上含むものとする。 

 二 「学」とは、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校及びこれらを構成す

るもののうち研究活動に従事している個人等をいう。 

三 「官」とは、国、地方公共団体、一部事務組合及び自然科学の研究に関する事業を実施し

ている公共的団体をいう。 

四 「民」とは、ＮＰＯ法人、公益法人等の法人格を有する民間団体又は法人格を有しない民間

団体で会員が１０人以上かつ定款に準ずる書類を整備しているものであって、主たる事務所

及びその他の事務所の所在地が福岡県内であるものとする。 

５ センターは、効果的な支援を行うために、国等の資金による研究開発事業（以下「外部資金事

業」という。）の活用を図る。この場合の構成要件は、当該外部資金事業の定めるところによる。 

 



（事業の内容） 

第４条 センターは、研究会又は共同研究プロジェクト（以下「研究会等」という。）に、予算の範囲

内で共同研究の実施を委託する。 

２ 委託の対象となる経費、研究期間及び委託額は、別表１に定めるところによる。 

３ 外部資金事業については、次条以降の規定によらず、当該外部資金事業の定めるところにより

運営する。 

 

（再委託の制限） 

第５条 研究会等の構成機関（以下「研究メンバー」という。）は、共同研究の実施にあたり、文書に

よるセンターの理事長（以下「理事長」という。）の事前の承諾なしに当該共同研究を再委託して

はならない。 

 

（第三者との研究の制限） 

第６条 センター及び研究メンバーは、当該共同研究と同一の研究を第三者と共同して行い、又は

第三者から受託してはならない。ただし、文書による他の当事者の同意を得た場合はこの限りで

はない。 

 

第２章 共同研究に係る手続 

 

（共同研究協定の締結） 

第７条 理事長は、研究メンバーと「共同研究協定書」（様式第１号）により共同研究協定を締結す

る。併せて、各研究メンバーは、暴力団排除に関する「誓約書」（様式第２号）を提出する。 

 

（研究期間と委託期間） 

第８条 研究会等の研究期間（以下「研究期間」という。）は、共同研究協定書において定めるもの

とする。ただし、天災その他の止むを得ない事由によって、共同研究の実施が妨げられる場合、

センター及び研究メンバーは、協議の上、研究期間の延長又は共同研究の中止を決定すること

ができる。この場合において、センター及び研究メンバーは、本共同研究の延長又は中止に伴

い他の当事者に生ずる一切の損害等について、何ら責任を負わないものとする。 

２ 第４条第１項の規定によりセンターが研究メンバーに共同研究を委託する期間（以下「委託期間」

という。）は１年以内（共同研究協定の締結日が属する年度の末日を限度とする。次項において

同じ。）とし、共同研究協定書において定めるものとする。 

３ 前項に規定する委託期間の満了にあたり、研究会については、福岡県リサイクル総合研究事業

化センター研究会運営要領に基づく審査会議（以下「審査会議」という。）において、また、共同

研究プロジェクトについては、福岡県リサイクル総合研究事業化センター共同研究プロジェクト

評価委員会設置要綱に基づく共同研究プロジェクト評価委員会（以下「評価委員会」という。）に

おいて成果の確認を行う。次年度以降の研究期間が設定されている研究会等について、審査

会議又は評価委員会が当該共同研究の継続を決定した場合は、研究期間を限度として、新た

に１年以内の委託期間を設定した共同研究協定を前条の例により締結する。 

４ 第１項に規定する研究期間は、次の各号に該当する場合は、それぞれ規定した日までに延長

又は短縮される。 

一 第１項により延長を決定した場合 新たに決定した研究期間の最終日 

二 第１項により中止を決定した場合 中止を決定した日 

三 前項に規定する審査会議又は評価委員会が本共同研究を継続しないことを決定した場合 



委託期間が満了した日 

四 共同研究協定を解除した場合 解除を決定した日 

五 当初設定した研究期間の終了前に、研究の完了をもって研究期間を終了することを決定し

た場合 終了を決定した日 

 

（実施計画書の提出） 

第９条 前２条の規定による共同研究協定の締結後、研究メンバーの代表者（以下「研究代表者」

という。）は、「研究会実施計画書」（様式第３号－１）又は「共同研究プロジェクト実施計画書」

（様式第４号－１）（以下、これらを「実施計画書」という。）を理事長に提出する。 

２ 理事長は実施計画書が適当と認めた場合は、「研究会実施計画承認通知書」（様式第３号－２）

又は「共同研究プロジェクト実施計画承認通知書」（様式第４号－２）により研究代表者に承認を

通知する。 

３ 理事長は、研究メンバーに対して、必要に応じ定款又は寄附行為及び登記事項証明書、直前

３年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書を添付させることができる。 

 

（契約の締結） 

第１０条 理事長は、前条第２項で承認された実施計画書に基づく研究活動（以下「委託事業」とい

う。）に係る経費について、 予算の範囲内で、「共同研究の経費に関する契約書」（様式第５号）

により研究代表者と、「共同研究の経費に関する個別契約書」（様式第６号）により研究代表者を

除く各研究メンバーとそれぞれ契約を締結するものとする。ただし、センターの経費負担なしに

研究活動を行う研究メンバーとの契約締結は省略することができる。 

 

（進捗状況の報告） 

第１１条 理事長は、研究メンバーに対して、共同研究の進捗状況について報告を求めることがで

きる。 

２ 進捗が予定より遅れている場合は、遅延理由を聴取することとし、遅延期間が３か月を超える場

合は、「研究遅延理由書」（様式第７号）の提出を求めることとする。 

 

（計画の変更） 

第１２条 研究メンバーの変更を行う場合は、「共同研究変更協定書」（様式第８号）により変更協定

を締結するものとする。 

２ 委託額の上限の範囲内で契約金額の増額を行う場合は、「共同研究の経費に関する変更契約

書」（様式第９号）により変更契約を締結するものとする。 

３ 研究代表者は、実施計画書の内容を著しく変更する場合は、「実施計画書変更承認申請書」

（様式第１０号）を理事長に提出し、承認（様式第１１号）を得なければならない。 

 

（実証試験地の使用） 

第１３条 研究活動に伴い、福岡県が所有する実証試験地を使用する場合は、「実証試験地使用

願」（様式第１２号）を提出するものとする。 

 

（概算払い） 

第１４条 理事長と第１０条の契約を締結した者（以下「契約締結者」という。）は、共同研究の経費

の一部について「概算払請求書」（様式第１３号）により理事長に概算払いを請求することができ

る。ただし、対象となる経費は原則として機械装置費とする。 



２ 前項の請求があったとき、理事長は審査のうえ、必要と認めた額を概算払いすることができる。 

 

 

（実施報告書） 

第１５条 研究代表者は、委託期間が満了したとき、共同研究を完了・中止したとき、又は協定を解

除したとき（共同研究協定書に定める暴力団排除条項に該当する場合を除く。）は、その翌日ま

でに理事長に「共同研究実施報告書」（様式第１４号）（以下「実施報告書」という。）を提出しなけ

ればならない。 

 

（検査及び研究経費の確定） 

第１６条 センターは、前条の規定により提出された実施報告書、及び共同研究の経費に関する個

別契約書に定める個別報告書を審査し、共同研究が適正に実施されたか否かの検査を行う。こ

の場合において、センターは必要に応じて現地調査を行うことができる。 

２ 前項の検査の結果、共同研究が適正に実施されたと認めたときは、理事長は研究経費を確定

し、「委託費確定通知書」（様式第１５号）により契約締結者に通知する。 

３ 前項の委託費確定額は、共同研究に要した経費の実費とする。ただし、契約書に定める契約

額を限度とする。 

４ 共同研究に要した経費の実費は「委託事業に要した経費」として、「委託費確定通知書」で併せ

て通知する。 

 

（研究経費の支払い） 

第１７条 契約締結者は、前条第２項の通知を受けた後、「精算払請求書」（様式第１６号）により委

託費確定額を理事長に請求し、センターは請求から３０日以内にこれを支払うものとする。 

 

第３章 その他 

 

（研究経費により取得した物品等の帰属） 

第１８条 研究経費で取得した物品および、研究経費で生産した製品（以下「取得物品等」という。）

の所有権はセンター又は福岡県に帰属する。ただし、取得価格あるいは生産原価が５万円に満

たない物はこの限りではない。 

２ 研究メンバーは、前項本文に係る取得物品等をセンターの承諾なく当該共同研究以外の業務

に使用し、又は第三者に譲渡し、貸与し、あるいは担保に供してはならない。 

３ 共同研究の終了後においても研究目的のために継続使用する場合、センターは取得物品等を

研究メンバーに無償譲渡することができる。 

４ 研究メンバーは、共同研究の終了後において無償譲渡を受けない取得物品等について、速や

かに当該共同研究終了時の状態でセンターに返却しなければならない。この場合において、取

得物品等の返却に係る移転搬出及び返却後の処分等の費用の負担は原則として研究メンバー

の負担とする。 

 

（取得物品等の管理） 

第１９条 研究メンバーは、善良なる管理者の注意をもって取得物品等を管理しなければならない。 

２ 研究メンバーが取得物品等を滅失又はき損したときは、その損害はすべて研究メンバーが負担

するものとする。ただし、研究メンバーの責めに帰すべき事由によらない場合は、この限りではな

い。 



 

（秘密の保持） 

第２０条 センター及び研究メンバーは、共同研究の過程で他の当事者から開示された情報のうち

秘密の旨が明示された情報（以下「秘密情報」という。）を、当該他の当事者の文書による事前の

承諾なしに、第三者に漏洩してはならない。ただし、次に掲げるものはこの限りではない。 

一 開示を受けた際、既に自ら所有し、又は第三者から入手していたもの。 

二 開示を受けた際、既に公知公用となっていたもの。 

三 開示を受けた後、センター及び研究メンバーのそれぞれの責めによらないで公知又は公用

となったもの。 

２ センター及び研究メンバーは、共同研究に関与する自己の従業者に対して、在職中はもとより

退職後も前項及び次項の規定を遵守するように誓約させなければならない。 

３ センター及び研究メンバーは、秘密情報を当該共同研究以外の目的に使用してはならない。た

だし、事前に書面による開示者の同意を得た場合はこの限りではない。 

４ 本条の有効期間は、原則として５年間とし、共同研究協定書において定めるものとする。 

 

（用語の定義） 

第２１条 以下の各条における用語の定義は、別紙１のとおりとする。 

 

（研究成果の帰属） 

第２２条 研究成果（研究メンバーに帰属するノウハウ及び知的財産権を除く。本条において、以

下同じ。）は、センターに帰属する。ただし、研究メンバーは、循環型社会の形成に寄与する活

動に限り、研究成果を無償で活用することができる。 

 

（ノウハウの指定） 

第２３条 センター及び研究メンバーは、実施報告書の提出後、速やかに協議をおこなって、研究

成果のうちノウハウとして秘匿すべき事項と秘匿すべき期間を指定する。 

２ 前項の指定後において必要があるときは、センター及び研究メンバーは協議を行って、秘匿す

べき期間を延長し、又は短縮することができる。 

 

（ノウハウの帰属） 

第２４条 前条第１項により指定されたノウハウは、研究メンバーの協議により帰属する者を決定す

るものとし、必要に応じて再度協議を行うことを妨げない。 

 

（知的財産権の帰属） 

第２５条 当該共同研究に係る知的財産権（以下「当該知的財産権」という。）は、次条を遵守する

ことを条件に、研究メンバーに帰属させる。 

２ 当該知的財産権の出願、審査及び権利維持に関する事務は、研究メンバーが行い、これにか

かる経費は、研究メンバーが負担する。 

３ 前項の規定は、研究メンバーが第三者に当該知的財産権の実施を許諾する場合に、当該第三

者がそれにかかる経費の一部または全部を分担することを妨げない。 

 

（知的財産権の帰属に係る約定） 

第２６条 当該知的財産権が得られた場合は、研究メンバーは遅滞無くその旨をセンターに報告し

なければならない。 



２ 当該知的財産権を活用する場合は、研究メンバー又は第三者を問わず、原則として、福岡県

内における事業の実施を優先するものとする。 

３ センターが公共の利益のために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求める場合には、

研究メンバーは無償で当該知的財産権を利用する権利をセンターに許諾しなければならない。 

４ 当該知的財産権を相当期間活用していないと認められ、かつ、相当期間活用していないことに

ついて正当な理由が認められない場合において、センターが当該知的財産権の活用を促進す

るために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求めるときは、研究メンバーは当該知的

財産権を利用する権利を第三者に許諾しなければならない。 

 

（知的財産権のセンターへの譲渡） 

第２７条 研究メンバーが、正当な理由なしに、前条の規定に違背する場合は、研究メンバーは当

該知的財産権をセンターに無償で譲渡しなければならない。 

２ 前項の規定による当該知的財産権の譲渡にかかる費用（弁理士費用、特許法に定める各種手

続き料金等）は、譲渡人が負担しなければならない。 

 

（知的財産権の譲渡） 

第２８条 研究メンバーが当該知的財産権を第三者に譲渡する場合は、事前に文書でセンターに

その旨を通知して、センターの承諾を得なければならない。 

 

（知的財産権の実施許諾） 

第２９条 研究メンバーは、本知的財産権の実施を第三者に許諾する場合は、事前に文書でセン

ターにその旨を通知しセンターの意見を聴取した上で実施許諾しなければならない。 

 

（研究成果の発表） 

第３０条 研究メンバーが、研究成果を外部に発表する場合は、発表する日の３０日前までに「研究

成果発表届出書」（様式第１７号）を理事長に提出して、同意を得なければならない。 

２ 前項の発表においては、その内容が当該共同研究の成果であることを明示しなければならない。 

３ 第１項に定める手続きを要する期間は、原則として５年間とし、共同研究協定書において定める

ものとする。 

 

 （研究期間終了後の報告義務） 

第３１条 共同研究プロジェクトの産、民の研究メンバーのうち契約締結者（以下「プロジェクト契約

者」という。）は研究期間が終了した翌年度以降５年間、毎年６月３０日までに研究期間に実施し

た委託事業に係る収益状況を含む成果の状況について「成果に係る状況報告書」（様式第１８

号）により理事長に報告しなければならない。 

２ プロジェクト契約者は、前項の報告に係る証拠書類を５年間保存しなければならない。 

 

（収益納付） 

第３２条 理事長は、前条第１項の規定による報告に基づき審査を行い、委託事業の成果により製

品が販売され、収益が生じたと認められる場合は、支払った委託金額の全部又は一部に相当す

る金額をプロジェクト契約者からセンターに納付させるものとする。 

  ただし、プロジェクト契約者の報告年度直近における営業利益、経常利益又は純利益のいずれ

かの額が赤字の場合は、当該年度の収益納付を免除することができる。 

２ 前項の納付額等については、理事長が別に定める。 



３ 理事長は納付額を「収益納付額通知書」（様式第１９号）によりプロジェクト契約者に通知するも

のとする。 

４ 収益納付すべき期間は、研究期間終了年度の翌年度以降５年間、または収益納付額の累計が

研究期間における委託費確定額の合計額に相当する額に達するまでのいずれか早い方とす

る。 

 

（研究期間終了後の協力） 

第３３条 研究メンバーは、センターが本研究成果の普及を目的として取り組む次の事業において、

センターからの求めに応じて協力するものとする。 

一 センターが主催する研究成果発表会 

二 センターが出展する展示会 

三 その他、センターが研究成果の普及のために必要と認める事業 

２ 研究メンバーは、本研究成果をもとに事業化に至った場合において、センターが毎年の事業効

果をとりまとめるために必要となる情報の提供に協力するものとする。 

 

（環境保全対策の実施） 

第３４条 研究メンバーは、本共同研究の過程及び研究期間終了後に研究成果（研究メンバーに

帰属するノウハウ及び知的財産権を含む。以下同じ。）を活用し、事業を実施する際には、関係

法令を遵守するとともに、次の措置を実施しなければならない。 

一 共同研究の実施及び事業活動に伴い生活環境保全上の支障が生じることがないよう必要な

措置を講じること。 

二 事業場周辺住民から苦情があったときは、直ちに当該苦情を解消すること。 

２ センターは、研究メンバーが前項第 1 号の措置を講じなかったときは、必要な措置を講じるよう

指示することができる。 

 

（事業の中止） 

第３５条 センターは、研究メンバーが次の各号に該当したときは、研究メンバーに対し、期限を定

めて本共同研究及び研究成果を活用した事業の中止を命じることができる。 

一 前条第２項の指示に従わなかったとき。 

二 事業場周辺住民から苦情を受けてから正当な理由なく６ヶ月経過後も、当該苦情が解消し

たと認められなかったとき。 

２ 前項の規定による中止命令を受けた者は、センターが別に定める期限までに当該事業を中止

しなければならない。 

３ センターは、第 1 項の規定による中止命令を受けた者がその命令に従わないときは、その旨及

びその中止命令の内容を公表することができる。この場合において、センターは、あらかじめ、当

該命令を受けた者に対し、意見を述べる機会を与えなければならない。 

 

（その他） 

第３６条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関して必要な事項は別に定める。 

 

附 則 （平成２５年 ４月 １日 制定） 

 この要綱は、平成２５年 ４月 １日から施行する。ただし、本要綱の施行前に設立された研究会

及び共同研究プロジェクトについては、本要綱は適用せず、従前の規定に定めるところによる。  

 



 

附 則 （平成２８年１２月２２日 改正） 

この要綱は、平成２８年１２月２２日から施行する。ただし、本要綱の改正前に設立された研究

会及び共同研究プロジェクトについては、本要綱第９条以降の規定及び別表１は適用せず、従

前の規定に定めるところによる。 

 

附 則 （平成２９年１２月２６日 改正） 

この要綱は、平成２９年１２月２６日から施行する。ただし、平成３０年３月３１日までに終了した

研究会及び共同研究プロジェクトについては、本要綱第３４条及び第３５条の規定は適用せず、

従前の規定に定めるところによる。 

 

附 則 （平成３０年４月１日改正） 

   この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則 （平成３１年４月１日改正） 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、研究期間の開始日が平成３１年３月３

１日以前である共同研究プロジェクトについては、本要綱第３１条、第３２条の規定は適用しない。 

 

附 則 （令和元年１２月２６日 改正） 

   この要綱は、令和元年１２月２６日から施行する。ただし、本要綱の改正前に設立された共同

研究プロジェクトについては、別表１は適用せず、従前の規定に定めるところによる。 

  



 

別表１（実施要綱第４条第２項関係） 

事業の種類 対象経費（経費の区分） 研究期間 委託額 

研究会 

 

 

共同研究に要する経費のうち以下

の経費 

ア．機械装置費 

イ．消耗品費 

ウ．委託費 

エ．技術指導受入費 

オ．賃借料 

カ．旅費 

キ．その他の経費 

２年以内 

 

 

年間１００万円を基

準とし、年間200万

円以内 

共同研究

プロジェクト      

原則２年以内。 

ただし、理事長

が特に必要と

認める場合は

最大３年 

年間１,０００万円以

内 

※経費の区分 

機械装置費        ：物品の購入に係る経費のうち、１件が５万円以上の機械装置又は工具器具の

購入・製作等に要する経費。（ただし、パソコン等著しく汎用性の高いと認めら

れるものは除く。） 

消耗品費        ：物品の購入に係る経費のうち、機械装置費に該当しないもの。 

委 託 費        ：当該共同研究に関する加工・試作・試験・設計や実験装置の据付工事等を研

究会メンバー以外に委託する際に要する経費。 

技術指導受入費        ：当該共同研究に必要な技術指導を受ける際の外部講師への旅費・謝金。 

賃 借 料        ：当該共同研究に必要な物品のリース料・レンタル料、研究会議開催における会

場使用料等。 

旅 費        ：当該共同研究に必要な調査のための経費。（原則として受託者の旅費規程によ

り算定。） 

その他の経費        ：上記以外で共同研究に必要と認められる経費。 

 

 

  



別紙１（実施要綱第２１条関係） 

 

１ 本協定書において、次に掲げる用語は次の定義による。 

（１）「研究成果」とは、実施報告書中に記載された発明、考案、意匠、著作物、ノウハウ等の技術

的成果をいう。 

（２）「ノウハウ」とは、秘匿することが可能でありかつ財産的価値を有する技術情報をいう。 

（３）「知的財産権」とは、次に掲げるものをいう。 

イ 特許法（昭和３４年法律第１２１号）に規定する特許権、実用新案法（昭和３４年法律第１２３

号）に規定する実用新案権、意匠法（昭和３４年法律第１２５号）に規定する意匠権、半導体

集積回路の回路配置に関する法律（昭和６０年法律第４３号）に規定する回路配置利用権、

種苗法（平成１０年法律第８３号）に規定する育成者権及び外国における上記各権利に相

当する権利 

  ロ 特許法に規定する特許を受ける権利、実用新案法に規定する実用新案登録を受ける権利、

意匠法に規定する意匠登録を受ける権利、半導体集積回路の回路配置に関する法律に

規定する回路配置利用権の設定の登録を受ける権利、種苗法に規定する品種登録を受け

る地位及び外国における上記各権利に相当する権利 

  ハ 著作権法（昭和４５年法律第４８号）に規定するプログラムの著作物及びデータベースの著

作物（以下「プログラム等」という。）の著作権並びに外国における上記各権利に相当する権

利 

（４）「知的財産権の実施」とは、特許法第２条第３項、実用新案法第２条第３項、意匠法第２条第３

項、半導体集積回路の回路配置に関する法律第２条第３項、種苗法第２条第５項、著作権法

第２条第１項第１５号及び第１９号に規定する行為をいう。 


